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（　単位：円　）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 9,019,605,586 固定負債 2,892,369,089

有形固定資産 9,019,605,586 地方債 2,628,406,089
事業用資産 9,013,323,430 長期未払金 －

土地 2,092,681,016 退職手当引当金 263,963,000
立木竹 － 損失補償等引当金 －
建物 5,416,595,618 その他 －
建物減価償却累計額 △ 3,565,762,787 流動負債 191,661,514
工作物 12,690,436,527 1年内償還予定地方債 172,499,093
工作物減価償却累計額 △ 7,620,626,944 未払金 －
船舶 － 未払費用 －
船舶減価償却累計額 － 前受金 －
浮標等 － 前受収益 －
浮標等減価償却累計額 － 賞与等引当金 16,616,272
航空機 － 預り金 2,546,149
航空機減価償却累計額 － その他 －
その他 － 3,084,030,603
その他減価償却累計額 － 【純資産の部】
建設仮勘定 － 固定資産等形成分 9,019,605,586

インフラ資産 － 余剰分（不足分） △ 3,014,871,552
土地 －
建物 －
建物減価償却累計額 －
工作物 －
工作物減価償却累計額 －
その他 －
その他減価償却累計額 －
建設仮勘定 －

物品 69,856,609
物品減価償却累計額 △ 63,574,453

無形固定資産 －
ソフトウェア －
その他 －

投資その他の資産 －
投資及び出資金 －

有価証券 －
出資金 －
その他 －

投資損失引当金 －
長期延滞債権 －
長期貸付金 －
基金 －

減債基金 －
その他 －

その他 －
徴収不能引当金 －

流動資産 69,159,051
現金預金 69,159,051
未収金 －
短期貸付金 －
基金 －

財政調整基金 －
減債基金 －

棚卸資産 －
その他 －
徴収不能引当金 －

繰延資産 － 6,004,734,034
9,088,764,637 9,088,764,637

（平成　31　年　3　月　31　日現在）
貸借対照表

負債合計

資産合計
純資産合計

負債及び純資産合計

科目科目
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（　単位：円　）
金額

経常費用 1,937,008,793
業務費用 1,936,039,883

人件費 202,027,330
職員給与費 180,175,058
賞与等引当金繰入額 16,616,272
退職手当引当金繰入額 5,236,000
その他 －

物件費等 1,724,414,475
物件費 1,203,003,305
維持補修費 1,502,113
減価償却費 519,909,057
その他 －

その他の業務費用 9,598,078
支払利息 9,598,078
徴収不能引当金繰入額 －
その他 －

移転費用 968,910
補助金等 309,020
社会保障給付 －
他会計への繰出金 －
その他 659,890

経常収益 237,352,291
使用料及び手数料 206,571,043
その他 30,781,248

純経常行政コスト 1,699,656,502
臨時損失 25,886

災害復旧事業費 －
資産除売却損 25,886
投資損失引当金繰入額 －
損失補償等引当金繰入額 －
その他 －

臨時利益 －
資産売却益 －
その他 －

純行政コスト 1,699,682,388

科目

至　平成　31　年　3　月　31　日
自　平成　30　年　4　月　 1　日

行政コスト計算書
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（　単位：円　）
金額

【業務活動収支】
業務支出 1,410,931,783

業務費用支出 1,409,962,873
人件費支出 195,859,377
物件費等支出 1,204,505,418
支払利息支出 9,598,078
その他の支出 －

移転費用支出 968,910
補助金等支出 309,020
社会保障給付支出 －
他会計への繰出支出 －
その他の支出 659,890

業務収入 1,646,056,291
税収等収入 1,408,704,000
国県等補助金収入 －
使用料及び手数料収入 206,571,043
その他の収入 30,781,248

臨時支出 －
災害復旧事業費支出 －
その他の支出 －

臨時収入 －
業務活動収支 235,124,508
【投資活動収支】

投資活動支出 270,755,841
公共施設等整備費支出 270,755,841
基金積立金支出 －
投資及び出資金支出 －
貸付金支出 －
その他の支出 －

投資活動収入 －
国県等補助金収入 －
基金取崩収入 －
貸付金元金回収収入 －
資産売却収入 －
その他の収入 －

投資活動収支 △ 270,755,841
【財務活動収支】

財務活動支出 110,193,696
地方債償還支出 110,193,696
その他の支出 －

財務活動収入 144,200,000
地方債発行収入 144,200,000
その他の収入 －

財務活動収支 34,006,304
本年度資金収支額 △ 1,625,029
前年度末資金残高 68,237,931
本年度末資金残高 66,612,902

前年度末歳計外現金残高 2,387,429
本年度歳計外現金増減額 158,720
本年度末歳計外現金残高 2,546,149
本年度末現金預金残高 69,159,051

科目

資金収支計算書
自　平成　30　年　4　月　 1　日
至　平成　31　年　3　月　31　日
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（注記） 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産の評価基準及び評価方法 

取得原価が判明しているものは、原則として取得価格とします。ただし、開始時の評価基準及び評

価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和５９年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

 イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

 取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

 

(2) 有形固定資産等の減価償却の方法 

定額法により算定しています。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

  ア 建物  １２年～５０年 

  イ 工作物  ７年～３８年 

  ウ 物品   ２年～１５年 

 

(3) 引当金の計上基準及び算定方法 

  ア 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

イ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(4) 資金収支計算書における資金の範囲 

   地方自治法第２３５条の４に規定する歳計現金及び歳入歳出外現金を範囲としています。 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

(5) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

物品の計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が５０万円以上の場合に資産として計上しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

重要な会計方針の変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当する事象はありません。 



6 

４ 偶発債務 

  該当する事象はありません。 

 

５ 追加情報 

 (1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項は次のとおりです。 

ア 財務書類の対象範囲 

  一般会計 

イ 出納整理期間について 

地方自治法第２３５条の５の規定により出納整理期間（普通地方公共団体の出納は、翌年度の５

月３１日をもって閉鎖する）が設けられており、当該年度に係る出納整理期間における現金の受払

い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

ウ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

   該当する事象はありません。 

 

(2) 貸借対照表に係る事項 

売却可能資産 

 該当する事象はありません。 

 

(3) 行政コスト計算書に係る事項 

該当する事象はありません。 

 

(4) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

ア 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

イ 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

(5) 資金収支計算書に係る事項 

ア 基礎的財政収支  △２６，０３３，２５５円 

イ 既存の決算情報との関連性（繰越金を含む） 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 １，８５８，４９４，２２２円 １，７９１，８８１，３２０円 

資金収支計算書 １，８５８，４９４，２２２円 １，７９１，８８１，３２０円 
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ウ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

   資金収支計算書 

業務活動収支           ２３５，１２４，５０８円 

減価償却費           △５１９，９０９，０５７円 

資産除売却損               △２５，８８６円 

    賞与等引当金増減額           △９３１，９５３円 

    退職手当引当金増減額        △５，２３６，０００円 

   純資産変動計算書の本年度差額   △２９０，９７８，３８８円 

エ 一時借入金 

  一時借入金の借り入れはありません。 

オ 重要な非資金取引 

  該当する事象はありません。 
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2
,
7
8
7

　
　

立
木

竹
-

-
-

-
-

-
-

　
  

土
地

2,
09

2,
68

1,
01

6
-

-
2,
09
2,
68
1,
01
6

-

附
属

明
細

書
１
．
貸
借
対
照
表
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）
資
産
項
目
の
明
細

本
年
度
償
却
額

（
F
)

差
引
本
年
度
末
残
高

（
D
)
－
（
E
)

（
G
)

 事
業

用
資

産
20

,1
88

,7
58

,4
14

27
0,
00
2,
00
1

25
9,
04
7,
25
4

20
,1
99
,7
13
,1
61

11
,1
86
,3
8
9
,
7
3
1

5
1
0
,
6
0
2
,
2
8
2

9
,
0
1
3
,
3
2
3
,
4
3
0

区
分

前
年

度
末

残
高

（
A）

本
年

度
増

加
額

（
B）

本
年

度
減

少
額

（
C）

本
年

度
末

残
高

（
A)
＋

（
B)
-（

C)
（

D）

本
年

度
末

減
価

償
却

累
計
額

（
E)

-
2
,
0
9
2
,
6
8
1
,
0
1
6



（２
）負

債
項
目
の
明
細

①
地
方
債
（借

入
先
別
）の

明
細

（
単
位
：
円
）

う
ち
1
年
内
償
還
予
定

う
ち
共
同
発
行
債

う
ち
住
民
公
募
債

【
通
常
分
】

2
,8
0
0
,9
0
5
,1
8
2

1
7
2
,4
9
9
,0
9
3
2
,3
3
0
,5
5
7
,1
8
2

-
4
7
0
,3
4
8
,0
0
0

-
-

-
-

-

　
　
一
般
公
共
事
業

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
　
公
営
住
宅
建
設

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
　
災
害
復
旧

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
　
教
育
・
福
祉
施
設

2
,3
5
8
,9
5
7
,1
8
2

1
2
1
,5
0
9
,0
9
3
2
,3
3
0
,5
5
7
,1
8
2

-
2
8
,4
0
0
,0
0
0

-
-

-
-

-

　
　
一
般
単
独
事
業

4
4
1
,9
4
8
,0
0
0

5
0
,9
9
0
,0
0
0

-
-

4
4
1
,9
4
8
,0
0
0

-
-

-
-

-

　
　
そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

【
特
別
分
】

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
　
臨
時
財
政
対
策
債

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
　
減
税
補
て
ん
債

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
　
退
職
手
当
債

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
　
そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

合
計

2
,8
0
0
,9
0
5
,1
8
2

1
7
2
,4
9
9
,0
9
3
2
,3
3
0
,5
5
7
,1
8
2

-
4
7
0
,3
4
8
,0
0
0

-
-

-
-

-

9

市
場

公
募

債
そ

の
他

種
類

地
方

債
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
金

融
機

関



②
地
方
債
（
利
率
別
）

の
明

細
（

単
位

：
円

）

2,
80
0,
90
5,
18
2

2
,
8
0
0
,
9
0
5
,
1
8
2

-
-

-
-

-
-

-

③
地
方
債
（
返
済
期
間

別
）

の
明

細
（
単
位
：
円
）

2,
80
0,
90
5,
18
2

1
7
2
,
4
9
9
,
0
9
3

2
3
0
,
2
2
2
,
4
4
0

2
4
3
,
2
2
0
,
8
0
0

2
5
3
,
3
5
7
,
0
5
2

2
5
3
,
8
7
0
,
4
8
2

1
,
2
0
9
,
1
9
0
,
6
9
4

4
3
8
,
5
4
4
,
6
2
1

-
-

④
特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
の

概
要

（
単

位
：

円
）

10

-
　

該
当

あ
り

ま
せ

ん
。

５
年

超
10

年
以

内
10

年
超

15
年

以
内

15
年

超
20

年
以

内
2
0
年

超

特
定
の
契
約
条
項

が
付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

契
約

条
項

の
概

要

3.
5％

超
4.

0％
以

下
4.

0％
超

（
参

考
）

加
重

平
均

利
率

地
方
債
残
高

１
年
以
内

１
年

超
２

年
以

内
２

年
超

３
年

以
内

３
年

超
４

年
以

内
４

年
超

５
年

以
内

地
方
債
残
高

1.
5％

以
下

1.
5％

超
2.

0％
以

下
2.

0％
超

2.
5％

以
下

2.
5％

超
3.

0％
以

下
3.

0％
超

3.
5％

以
下



⑤
引

当
金

の
明

細
（

単
位

：
円

）

目
的

使
用

そ
の

他

退
職

手
当

引
当

金
2
5
8
,
7
2
7
,
0
0
0

5
,
2
3
6
,
0
0
0

-
-

2
6
3
,
9
6
3
,
0
0
0

賞
与

等
引

当
金

1
5
,
6
8
4
,
3
1
9

1
6
,
6
1
6
,
2
7
2

1
5
,
6
8
4
,
3
1
9

-
1
6
,
6
1
6
,
2
7
2

合
計

2
7
4
,
4
1
1
,
3
1
9

2
1
,
8
5
2
,
2
7
2

1
5
,
6
8
4
,
3
1
9

-
2
8
0
,
5
7
9
,
2
7
2

11

２
．

行
政

コ
ス

ト
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（
１

）
補

助
金

等
の

明
細

　
　

　
該

当
あ

り
ま

せ
ん

。

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高



（
１
）
財
源
の
明
細

（単
位
：円

）
会
計

区
分

財
源
の
内
容

金
額

分
担
金

1
,4
0
8
,7
0
4
,0
0
0

1
,4
0
8
,7
0
4
,0
0
0

－
-

計
-

－
-

計
- -

1
,4
0
8
,7
0
4
,0
0
0

12

３
．
純
資
産
変
動
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

一
般
会
計

税
収
等

小
計

国
県
等
補
助
金

資
本
的

補
助
金

小
計

合
計

経
常
的

補
助
金



国
県
等
補
助
金

地
方
債

税
収
等

そ
の
他

純
行
政
コ
ス
ト

1
,6
9
9
,6
8
2
,3
8
8

-
-

1
,1
5
7
,8
9
5
,1
7
3

5
4
1
,7
8
7
,2
1
5

有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

2
7
0
,7
5
5
,8
4
1

-
1
4
4
,2
0
0
,0
0
0

1
2
6
,5
5
5
,8
4
1

-

貸
付
金
・
基
金
等
の
増
加

-
-

-
-

-

そ
の
他

-
-

-
-

-

合
計

1
,9
7
0
,4
3
8
,2
2
9

-
1
4
4
,2
0
0
,0
0
0

1
,2
8
4
,4
5
1
,0
1
4

5
4
1
,7
8
7
,2
1
5

13

（
２
）
財
源
情
報
の
明
細

（単
位
：円

）

区
分

金
額

内
訳



（
１
）
資
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

種
類

本
年
度
末
残
高

現
金

-

要
求
払
預
金

6
6
,6
1
2
,9
0
2

14

短
期
投
資

-

合
計

6
6
,6
1
2
,9
0
2

４
．
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細
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